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Abstract 
 

Visiting to textile mills and company as an expanding curriculum based on the industrial-academic collaboration between Gifu 
City Women’s College, Hashima City and Textile Material Center were held also in 2020. Authors conducted a survey about students’ 
understandings of Bishu wool product and recognitions of textile product areas in Japan. In this paper, the results were discussed in 
relations with the textile industry in Japan, current condition and future prospect. And it was found that students satisfied with visiting 
mills and discussing with textile designer and engineers, whereas they had few knowledge about textile product areas without 
Nishijin-ori and Denim. In the next stage, authors consider the way of fashion education and collaborate with textile industries on 
education, human resource development and transmission of information using more effective IT technology. 
 
Keywords : Textile Industry, Bishu Textile District, Textile Material Center, Human Resource Development, Industry-Academia 
Collaboration, Domestic Textile Product Areas 
 
１．はじめに 

「『テキスタイルマテリアルセンターを教育拠点とした

繊維業界の人材育成の振興』における成果と今後の展望 

Ⅰ」(以下、第一報とする。)では、2017 年度から 2020 年

度までの 4 年間、羽島市とテキスタイルマテリアルセンタ

ー、本学の間で締結された、「テキスタイルマテリアルセ

ンターを教育拠点とした地場産業の振興に関する協定」に

おける具体的な研修内容と 2017 年度、2018 年度の研修に

対する学生アンケートの結果と研修の成果を報告した。い

ずれの年度においても、テキスタイルマテリアルセンター

におけるテキスタイル見学に興味を持ったという学生の

割合が多かった。このことから、ファッションを学ぶ学生

だけではなく、広くデザインを学ぶ学生にとっても、実際

に素材を手に取ることで学生の興味関心が高まることが

示唆され、産地に赴き研修を行うことの有意性が見出され

た。 

本報告では、2020 年度に実施した研修に対する学生ア

ンケートの結果について考察する。アンケートでは、研修

内容に対する質問に加えて、日本国内のテキスタイル産地

の認知度に関する質問を設けた。これは、尾州の毛織物を

中心としたテキスタイル産地を、日本国内の主なテキスタ

イル産地との比較において俯瞰し、その特徴を明らかにす

るためである。さらに、日本における繊維産業および尾州

産地の現状と、今後の産学連携による人材育成の可能性や
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展望について考察する。 

 

2．学生アンケートの結果と考察 

 アンケートは 2020 年 10 月 9 日の学外研修実施後に、生

活デザイン学科ファッション専修 1 年生 12 名を対象に行

った。回答率は 100％である。図 1 に尾州産地の認知度に

関する設問の結果を示す。学外研修に参加する以前に学生

がテキスタイル産地を知っていた割合は、「尾州産地につ

いて知っていた。」と回答した学生が 16.6%(2 人)、「その

他の産地について知っていた。」と回答した学生が 41.7% 

(5 人)、残りの 41.7%(5 人)は「産地について全く知らなか

った。」と回答している。尾州産地については認知してい

る学生は全体の 2 割弱で、残りの 8 割の学生は研修に参加

して初めて尾州産地についての知見を得るということが

分かった。次に、「その他の産地を知っている。」と回答し

た学生の産地の認知度を図 2 に示す。京都府の西陣が最も

多く 33.3％(4 人)、次いで広島県の福山が 25.0%(3 人)であ

った。本アンケートの回答者は、生活デザイン学科ファッ

ション専修の 1 年生であり、ファッションについて学んで

いる期間は半年程度である。１年生の前期には「生活材料

学」や「ファッションビジネス論」など、織物やテキスタ

イル産業に関する授業を履修している。これらの授業で、

基本的な産地の名称や特徴などについて学習している。い

ずれかの産地を知っていると回答した約 6 割の学生達も、

本学に入学した半年間で産地についての知識を得たと考

えられる。特に、西陣と福山の認知度が高かった点につい

ては、西陣は伝統工芸品としての知名度も高いこと、福山

はデニムを中心とした産地であり、近年ストリートファッ

ションが定番化していることなど、学生が元々興味関心を

持っていた可能性も考えられるものの、一定の学習効果が

あったと言えるだろう。しかし一方で、約 4 割の学生が産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地について全く知らなかったと回答していることから、半

数近くの学生は半年間の学習では具体的な産地を認知す

るまでには至っていないということが窺える。 

図 3 に学外研修の満足度についての設問の結果を示す。

5 項目の内 4 項目で全員が満足していると回答している。

唯一学外研修の内容・説明がわかりやすかったかについて

2 人がやや満足と答えていることについては、専門的な用

語で説明がされることがあったため、若干難しいと感じた

のかもしれない。しかし概ね学外研修に対する満足度は高

く、今後も継続して研修をする価値はあると思われる。 

 

3．日本国内の主な繊維産地の沿革及び特徴 1) 

学生アンケートより、テキスタイル産地を全く知らなか

ったと回答した学生が約 4 割いることが明らかになった。

この結果より、学生の産地に対する知識が十分でないまま

産地研修が実施されている可能性があることが示唆され

た。産地研修を有効に実施するためには、テキスタイル産

地の沿革や特徴を知ってもらう必要があると考える。本報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1．尾州産地の認知度 

図 2．その他のテキスタイル産地の認知度(複数回答) 

図 3．学外研修の満足度 
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告ではその一助となるように、日本国内の主なテキスタイ

ル産地の特徴を以下に示すこととする。図 4 に示す通り、

日本各地には数多くのテキスタイル産地が分布している

が、ここでは学生アンケートで取り扱った産地を中心にま

とめることとする。アンケートでは特に規模の大きな産地

や一般的に知名度の高い産地、学生にとって関心が高いと

考えられる産地を取り上げた。 

3.1 毛織物の産地 

愛知県一宮市から岐阜県羽島市を中心とした尾州地域

は、国内毛織物生産量の半数以上を占める毛織物の産地で

ある。織物の産地としての歴史は古いが、毛織物の生産が

始まったのは明治時代である。文明開化とともに国内で洋

装化が進み毛織物の需要が高まったことに起因する。大正

時代には織機の電動化が進み、シャトル式織機*1の一種で

あるションヘル織機を導入したことで技術が向上した。こ

のションヘル織機は高度経済成長期に高速織機が開発さ

れるとともに多くの産地から姿を消したが、尾州産地では

現在もごく一部の機屋で稼働しており、高速織機には出す

ことのできないやわらかで上質な風合いの織物は、国内外

で高い評価を得ている。昭和時代の初期になると、国内の

洋服の需要がさらに高まり毛織物の生産量は飛躍的に増

加し、毛織物王国と称されるまでになった。さらに、第二

次世界大戦後から高度経済成長期にかけては「ガチャンと

織れば万の金が儲かる。」と言われた、いわゆる「ガチャ

万景気」により産地は最盛期を迎えた。現在、産地の規模

は縮小傾向にあるものの、世界的に見ても英国、イタリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に並ぶ有数の毛織物産地である。生産品種としては、紳士

服や婦人服の洋服用の梳毛織物が中心で、生産量の 6 割以

上を占める 2)。 

3.2 絹織物・合繊織物の産地 

京都市の西陣地域は特に歴史の古い絹織物産地の一つ

である。西陣織の名称は応仁の乱後、戦火を逃れた織技術

者達が、西軍の本陣跡で織物業を再開したことから名付け

られた。明治時代に入り織機の機械化が進むと全国織物生

産額の 7％を占めるまで産業が発展した。産地の生産体制

としては分業体制をとっており、主に 1)原料準備工程、2)

企画・製紋工程、3)機準備工程、4)製織工程、5)仕上げ工

程の 5 工程に分かれている。今日でも豪華絢爛な打掛から

帯、着物、室内装飾、ネクタイなど広範囲にわたる製品を

生産している。また、伝統的工芸品として「錦(にしき)」、

「緞子(どんす)」など 12 品種が指定されている 3)4)
。 

天然繊維から合成繊維まで幅広い素材に対応している

のが群馬県の桐生産地である。江戸時代に地場産業として

定着し高級綾織物を生産するようになり、「西の西陣、東

の桐生」と称されるまでの一大産地へと発展した。さらに

明治・大正時代にはジャカード織機等の導入により隆盛を

極めた。生産品種は、和装品のみならず、服地、スカーフ、

インテリア資材等である。ジャカード織物を得意分野とし

多彩な表現や複合素材使いを特徴とする多品種少量型の

産地である 5)6)。 

合繊長繊維織物の産地として国内で高いシェアを占め

るのが富山県、石川県、福井県にまたがる北陸産地である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4．日本国内のテキスタイル産地(主として洋装用生地) 

「ハンドブック 日本のテキスタイル産地」1)を一部加筆 
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元々は絹織物を生産していたことから、現在でも加賀友禅

などの伝統工芸品としての織物文化も残る。一方で、第二

次世界大戦後から 1950 年代にかけてナイロンやポリエス

テルなどの合繊長繊維織物の生産が増加し、合繊織物の産

地として発展した。また、合繊織物の生産の増加に伴いウ

ォータージェット*2、レピア*3 などの革新織機の導入を積

極的に行うことで高い生産性とコストダウンがはかられ

た。生産品種は多岐にわたるが、ジョーゼットやデシン、

タフタなどの薄手生地の生産が盛んで、高い国内生産シェ

アを占めている 7)8)。 

3.3 綿織物の産地 

 兵庫県西脇市を中心に加西市、小野市などの 4 市 1 町に

またがる地域からなる播州産地は、江戸時代に西陣より織

物の技術を移入し始まったといわれている。昭和時代初期

には輸出用先染め織物を生産し産業が発展した。第二次世

界大戦後は販路を全世界にまで広げ最盛期を迎えた。しか

し、その後の経済環境の変化により再び内需拡大への移行

が進んでいる。生産体制は、大量生産方式で細分・分業化

されているが、市場のニーズに対応した多品種・小ロット・

短納期にも対応できる生産体制づくりが進められている。

また、2015 年度からは「西脇ファッション都市構想」事業

を実施し、播州織のブランド化、人材育成などに取り組ん

でいる。生産品種は先染め織物を主体とし、特にギンガム

は播州を代表する布地である。そのほかにも、変り織り、

ポプリンなどの無地の布地も生産されている 9)10)。 

岡山県南部全域から広島県福山市にまたがる備後産地

は、塩気の強い干拓地で栽培された綿花を使用して綿織物

を生産するようになり繊維産業が発展した。明治時代に入

り民間紡績所が多く作られ、現在の産地の礎が築かれた。

明治後期には力織機が導入され、霜降り小倉、黒小倉など

の学生服用生地が生産された。第二次世界大戦後は合繊織

物の生産を契機とした学生服、作業着用の厚手織物や産業

用資材織物などの生産が始まった。また、国産ジーンズの

生産に伴うデニムの生産も行われるなど、合繊織物、綿織

物ともに厚手織物の生産割合が高い産地である。生産品種

はデニム、かつらぎなどの綿織物が生産量の約 6 割を占め

ている。特にデニムは綿織物生産の約 8 割を占めており、

その品質は世界でも高い評価を得ている。また、古くから

産地一貫生産体制が形成され、織物業だけでなく製品製造

業の事業所数も多く、特にジーンズの製造やユニフォーム

関係の製造においては全国随一の産地である 11)12)。 

 大阪府南部の泉州地域は、綿織物の生産量が国内でも上

位に入る一大産地である。古くから和泉木綿、河内木綿の

名で知られ、日本の中心的な綿織物産地であった。明治・

大正時代にかけて自動力織機が導入され、原料の綿花も輸

入原綿に替わり、現在の泉州織物業へ発展した。以来、数々

の変遷とともに産地構造の改善や設備の近代化に取り組

んでいる。生産品種は綿織物が生産量の 5 割以上を占め、

小幅白木綿やブロード、金巾などは全国シェアの割合が高

い。また、一企業当たりの織機保有台数が他の産地に比べ

て高いという特徴がある。さらに、泉佐野市を中心とした

一部地域ではタオルの生産が盛んであり、愛媛県の今治産

地と並び日本を代表するタオルの産地でもある。タオルの

製法としては、名入れやノベルティの白タオルや後晒しに

よる捺染、プリントによる製法が中心である 13)14)。 

 愛媛県今治市を中心とした今治産地は、タオルの産地と

して知名度が高い。明治時代に綿ネル織機を改良した織機

を用いてタオル生地を織り始めたのが始まりであるとさ

れる。泉州産地が後晒による捺染やプリントによる製法を

得意としているのに対し、先染め技術を取り入れた先晒し

タオルを得意としている。生産量は、泉州産地と並び全国

で一二を競う。しかし 1990 年代に入り、中国からの輸入

量が急増したことにより生産量が激減した。この状況を打

開すべく、2006 年に「今治タオルプロジェクト」を打ち出

した。今治産地で製造された製品のロゴを、アート・ディ

レクターの佐藤可士和氏がデザインしたロゴマークに統

一するなど、産地そのものをブランド化することで産地の

知名度を高め活性化する取り組みを全国に先駆けて行っ

ている 15)~17)。 

 

4．尾州産地の現状 

近年、日本国内の繊維産業は消費者のライフスタイルの

変化や海外製品の急増などにより大変厳しい状況にある。

国内の繊維産業全体の事業所数および従業員数は 1960 年

代から 70 年代をピークに、事業所数、従業員数ともに継

続的に減少傾向が続いている 18)。これは尾州産地も例外

ではない。図 5 は、経済産業省が実施している工業統計調

査より抽出した、一宮市、羽島市の繊維産業の事業所数お

よび従業員数の推移である 18)。なお、2011 年と 2015 年は

経済センサス活動調査の実施に伴い、工業統計調査は実施

されていない。2002 年には 712 件あった事業所数が 2019

年には 259 件にまで減少している。とくに、羽島市では、

114 件から 31 件と、4 分の 1 にまで減少している。また、

従業員数についても 2002 年には 10,719 人と、一万人を超

える人が繊維産業に従事していたが、2019 年には 5,055 人

と半減しており、産地の規模が大幅に縮小していることが

わかる。次に、総務省統計局が実施している労働力調査よ

り抽出した、全国の製造業全体および繊維産業の就業者数

の年齢別比率を図 6、図 7 に示す 19)。図 7 の繊維産業の就

業者の年齢別比率は図 6 の製造業全体の比率と比較して
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高齢者の割合が高く若年従業員率が低い。これらの統計は

従業員数 4 名以上の事業所を対象に行われたものである。

しかし、産地には従業員 4 名以下の小規模事業所も多く存

在する。それらを含めると、高齢者の割合はさらに高くな

ることが容易に予想され、繊維産業は他の産業と比較し就

業者の高齢化という問題に直面していることがわかる。こ

れは、尾州産地においても大きな問題となっており、後継

者不在のためいくつもの事業所が廃業し、これまで培われ

てきた高度な技術が失われているのが現状である。 

 

５．産学連携による人材育成の今後の展望 

 このように現在、尾州産地のみならず繊維産業全体が規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

模縮小に加え、就業者の高齢化という産地の存続に関わる

大きな問題に直面している。このような状況下において、

尾州産地では(公財)一宮地場産業ファッションデザイン

センターが、次世代に産地を担う人材を育成するために、

様々な人材育成事業を実施している。主な事業として、①

匠と呼ばれる熟練の技術者の指導の下、学生が糸から生地

が作られる工程を体験し知識・企画力を養うことを目的と

した「翔工房事業」20)、また、②産官学が連携し、製造か

らマーケティングまでの幅広い知識や技術を繊維関連企

業の若手社員が習得することで、高い技術の継承およびア

パレルとの橋渡しのできる人材を育成する尾州インパナ

塾 20)を展開している。いずれの事業においても、産地の製

造現場を実際に見学し、知見を深めることを事業の目的の

一つとしている。羽島市とテキスタイルマテリアルセンタ

ー、本学による「テキスタイルマテリアルセンターを教育

拠点とした繊維業界の人材育成の振興」も同様の位置づけ

の事業である。将来の繊維産業を担う生に産地を知っても

らうことで、アパレルの企画側からだけでなく素材の生産

側からも、ものづくりを発信できる人材を育成することに

繋がることが期待できる。ただし、これらの事業は産地の

活性化に対して即効性のあるものではないため、引き続き

継続して実施することが重要である。 

一方で、本学のような地域に根差した高等教育機関が、

産地とともにより発展していくためには、時代の潮流に合

わせた産学連携の形を模索し続ける必要がある。現在、モ

バイル端末の普及や SNS(Social Networking Service)、 

ICT(Information Communication Technology)の浸透といった、

高度情報化が急速に進んでいる。これにより、我々は、リ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5．一宮市、羽島市の繊維産業における 

事業所数と従業員数の推移 

経済産業省工業統計調査データ 18)よりグラフ化 

図 6．日本の全製造業における就業者数の年齢別比率 

総務省統計局労働力調査データ 19)よりグラフ化 

 

図 7．日本の繊維産業における就業者数の年齢別比率

総務省統計局労働力調査データ 19)よりグラフ化 
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アルタイムで国内外に繋がることができるようになった。

これらのデジタル技術を有効に利用することで、新たな人

材育成が可能となると考えられる。例えば、ICT による、

長期的なインターンシップや、遠隔授業での職人による技

術指導、SNS やインターネット技術を利用した、デジタ

ル・プロモーションや企業や消費者との繋がりの強化であ

る。このように、ものづくり側からだけの情報発信だけで

なく、現場と消費者を結びつける立場の人材育成も可能と

なるだろう。これからの繊維・ファッション産業において、

デジタル技術を利用した教育や人材育成、情報発信は必須

である。その上で、今後も、地域に有益な人材の排出のた

めに、どのような人材が求められ、どのようなカリキュラ

ムが必要であるかを、大学は産地と連携し検討し続けなけ

ればならない。 

 

６．まとめ 

 尾州産地は、世界でも有数の毛織物産地として良質な毛

織物を作り出す高い技術を有している。しかし同時に、輸

入製品の急増による産業規模の縮小や技術者の高齢化と

いう産地存続にも関わる大きな問題に直面している。さら

には、2020 年以降の Covid-19 の蔓延は繊維産業のみなら

ず社会全体に大きな打撃を与え、これまで培われてきた社

会の構造自体を大きく変えようとしている。行動の制約が

大きくなることで、インターネットに対する抵抗感の壁は

取り払われつつある。あらゆるコミュニケーションの場が

オフラインからオンラインへとシフトし、製品が消費者に

届く物流経路も急激に変化した。このような状況に対応す

るためには、産地は積極的にデジタル技術の導入を行い、

流通システムの構築、消費者との直接的な繋がりを強化す

る必要がある。また、学生時代からデジタル機器に馴れ親

しんだデジタルネイティブな若い人材を獲得し育成する

ことが急務である。尾州羊毛製品の、生産性は低いがその

特徴を生かす糸・織物を作る伝統的技術と最新のデジタル

技術という、相反するテクノロジーを駆使し、強い発信力

を持って産地を盛り上げていくような人材を産学が連携

し育成していくことが重要である。 
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注釈 

*1 緯糸を取り付けたシャトル（杼＝ひ）が経糸の間を左

右に移動することで織り込んでいく方式の織機 21)。 

*2 水を噴射力し、その力で緯糸を飛ばして経糸の間に挿

入する方式の織機 21)。 

*3 シャトルレス織機の一種。スチール・テープまたはロ

ッドによって，緯糸を経糸に導入する方式の織機 21)。 
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